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高齢化と所得格差・貧困・再分配

渡 邉 雄 一

はじめに

韓国の経済発展は，狭小な国内市場という制約条件から採用された輸出

主導型の開発戦略によってこれまで支えられてきた。通貨危機やリーマン・

ショックによる世界同時不況を経た現在でも，輸出促進は近年の内需不振

のなかで景気の底割れを防ぐという意味において，依然として重要である。

しかし，長期的な経済成長を考える場合，生産要素で決定される供給能力

だけでなく，市場における需要制約を考慮に入れることが肝要になってく

る。

経済成長や国内需要の長期変動は，人口構造・規模や世帯構成・形成の

変化といった人口学的な影響を受けるとされる。たとえば，大泉（２００７）は

アジアの経済発展やその持続可能性について人口構造の変化（人口ボーナス

や少子高齢化）の側面から論じている。韓国では２０００年代以降，出生率や人

口増加率の低下，平均寿命の上昇などを背景として，日本と同様に少子高

齢化の進展が広く認識されるようになった。ただし，韓国の少子高齢化は

今後急速に進行していくとみられ，将来の労働力人口の減少や潜在成長力

の鈍化，年金や医療など社会保障費の財政負担増といった問題が，前途に

暗い影を落としている。

通貨危機以降の韓国では，ジニ係数などでみた所得格差の拡大も深刻化
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し，とりわけ近年では高齢者の貧困家計の増加が大きな社会問題となって

いる。公的年金などの老後の所得保障制度が成熟していないことがひとつ

の要因であるが，後述するように高齢者世帯の相対的貧困率は優に４０％を

超えて，国際的にも類をみない水準となっている。通貨危機以降，韓国政

府はさまざまな福祉政策を講じてきたが，少子高齢化や格差拡大・貧困化

にともなう社会保障制度の改革は，政府の財政負担という観点以外にも世

代間における消費支出（負担）や所得移転にも大きな影響を与える。

本稿では，韓国において急速に進展していく少子高齢化にともなう人口

構造・世帯構成の変化をふまえ，所得不平等や貧困の状況について整理す

る。そして，高齢化と所得格差拡大の関連性についての議論を行うととも

に，高齢者世帯の貧困化の問題を考察する。また，家計の所得構成や消費

支出の特徴を年齢階級別に考察することで，高齢層の経済活動の特性につ

いて注目する。最後に，人口変動が与える経済的インパクトを世代間とい

う視点でもとらえるべく，世代間移転の状況や所得再分配政策の効果など

を検討し，所得格差や高齢者の貧困問題の改善に向けて考えられる方向性

を提示してみたい。

第１節 少子高齢化にともなう人口構造・世帯構成の変化

本節では，経済成長や潜在成長力，国内需要などマクロ経済変数の長期

変動に影響を与えうる少子高齢化の推移について考察する。具体的には，

人口構造の変動や世帯構成の変化について，長期推計データを用いて過去

の推移や今後の展望を含めて整理を試みる。

１．人口構造の変化

２０１６年現在の韓国は，生産年齢人口（１５～６４歳人口）がピークを迎え，６５

歳以上人口の割合である高齢化率が１３．５％と，高齢社会（高齢化率１４％）の

一歩手前まで迫っている。しかし，いまだに人口増加は続いており，日本
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などに比べれば相対的に「若い」人口構造を保持している。図４―１は，年齢

集団別の人口規模の推移を示している。これから明らかなように，韓国の

総人口は２０３０年に至るまで増加を続け，すでに２０１０年にピークを迎えて人口

減少社会に陥った日本とは２０年の差を有する。６５歳以上の老年人口は今後

も増加の一途をたどるが，対照的に減少傾向の続く１５歳未満の年少人口と

は２０１６～２０１７年にかけて規模の逆転が起こる（１）。ちょうどピークを迎えた生

産年齢人口の推移と合わせて，現在の韓国は人口構造の転換点に立ってい

るといえる。

生産年齢人口の比率は２０１２年（７３．１％）にすでにピークを迎えており，い

わゆる「人口ボーナス」から「人口オーナス」を享受する社会への転換が

進んでいる。日本でもすでに生産年齢人口比率は１９９２年（６９．８％）にピーク

を迎えているが，韓国は２０６０年時点で日本を下回る水準まで低下するため

（韓国：４９．７％，日本：５０．９％），日本よりも短い期間でより大きな人口オー

ナスを経験することになる。一方，老年人口比率（高齢化率）は２０６０年まで

図４―１ 年齢集団別人口規模の推移

（出所） 統計庁国家統計ポータル（http://kosis.kr）。

第４章 高齢化と所得格差・貧困・再分配

111



に日韓でほぼ同水準まで増大するとされるが，２０１７年から韓国のスピード

（前年差）が日本を上回ることから，韓国はより短期間に大幅な高齢化を経

験する。

こうした今後予期される急激な高齢化の進展は，現役世代の人口に対す

る大幅な負担増に直結する。生産年齢人口に対する年少人口と老年人口の

相対的な大きさを比較し，生産年齢人口の扶養負担の程度を表す指標とし

て従属人口指数がある。それを示した図４―２によれば，韓国では１９６０年代に

おける年少人口比率の高さや生産年齢人口比率の微減を反映して，１９６０年

代まで従属人口指数は８０％を超える高い水準にあった。しかし，１９６０年代

中盤以降の年少人口比率の急激な減少と生産年齢人口の増加（図４―１）を受

けて従属人口指数は減少をたどり，２０１２年に３６．８％で底を打った後は，急速

な高齢化の進展によって２０６０年には実に１００％を超える水準にまで上昇する。

日本は１９９２年に４３．３％で底を打って以降，２０６０年（９６．３％）に至るまで緩や

かに増加していくのに比べて，韓国ではより短い期間でより大きな扶養負

図４―２ 従属人口指数の推移

（出所） 図４―１と同じ。
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担の増加を経験することになる。

年少人口の規模や比率の急激な減少の背景には，もちろん少子化の進行

がある。公式統計のとれる１９７０年以降，出生数は減少傾向が続くとともに，

合計特殊出生率（期間合計特殊出生率）も急速に低下してきた。合計特殊出

生率とは，その年次の１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した

もので，ひとりの女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生のあいだに生

むとしたときの子どもの数に相当する。２０００年代以降は，韓国は日本より

も低位に推移する傾向が続いており，２００５年にはともに最低水準を記録し

た（韓国：１．０７６，日本：１．２６）。こうした急激な出生率の低下にともなう少子

化の進行は，その後の生産年齢人口の減少や高齢化の進展と相まって，先

述した従属人口指数の増加の一要因にもなっている。

２．世帯構成の変化

つぎに，世帯構成や世帯形成の変化から少子高齢化の影響をみてみる。

韓国でも日本などと同様に，これまで核家族化や単身世帯の増加などにと

もなって平均世帯員数は減少が続いており，世帯規模の縮小が進んでいる。

また，全体の世帯数は増加し続けているものの，高齢世帯の増加や独立し

た世帯形成を行う若年・壮年層の減少から世帯主の平均年齢は上昇傾向に

あり，とりわけ単身世帯での高齢化が進んでいる。

表４―１は，世帯類型別の世帯数・比率の長期推移を示している。これによ

れば，世帯数は１９９０～２０１５年までのあいだに６６．３％増加し，２０３５年には１９９０

年の２倍近くまで増大する。しかし，その構成には大きな変化がみられる。

１９９０～２０３５年のあいだに単身世帯の構成比は９．０％から３４．３％に，夫婦のみ

世帯は８．３％から２２．７％に増加するのに対して，夫婦と子どもだけ世帯は

５１．９％から２０．３％まで減少する（世帯数も減少）。すなわち，１９９０年時点で全

世帯の半数以上が子どもをもつ核家族であったが，２０３５年には子どもをも

たない，あるいは子どもと同居しない単身・夫婦のみ世帯が全体の半数以

上を占めるようになる。

次の表４―２は，世帯主の年齢グループ別に世帯数・比率の推移を示してい
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る。これをみると，２０００～２０３５年のあいだに３９歳以下の構成比は３７．０％から

１４．６％に減少するのに対して（世帯数も３９．３％減少），６５歳以上の高齢者世帯

は５倍以上に増加し，その構成比も１１．９％から４０．５％まで上昇する。表には

示していないが，世帯主年齢別に世帯構成の変化をみると，２０００～２０３５年の

あいだに３９歳以下では夫婦と子どもだけ世帯の構成比が５１．６％から１６．６％に

激減し，一方で単身世帯が１８．７％から５１．６％に増大する。単身世帯の構成割

合の増加は，世帯主年齢が４０～６４歳や６５歳以上のグループでも同様にみら

れる現象である。つまり，おもに単身世帯化による世帯規模の縮小はどの

年齢層においても起きていることであり，このことが世帯数自体の増大を

２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年

世帯主
年齢別

３９歳以下 ５，３６４
（３７．０）

５，０３４
（３１．５）

４，８００
（２７．６）

４，４６０
（２３．８）

４，２３３
（２１．３）

３，９３４
（１８．８）

３，７１２
（１７．１）

３，２５７
（１４．６）

４０～６４歳 ７，４１０
（５１．１）

８，５０５
（５３．３）

９，４７３
（５４．６）

１０，３９３
（５５．６）

１０，８７３
（５４．７）

１０，８３１
（５１．７）

１０，３１５
（４７．５）

９，９７９
（４４．８）

６５歳以上 １，７３４
（１１．９）

２，４３２
（１５．２）

３，０８７
（１７．８）

３，８５２
（２０．６）

４，７７２
（２４．０）

６，１７２
（２９．５）

７，６９０
（３５．４）

９，０２５
（４０．５）

合計 １４，５０７
（１００．０）

１５，９７１
（１００．０）

１７，３５９
（１００．０）

１８，７０５
（１００．０）

１９，８７８
（１００．０）

２０，９３７
（１００．０）

２１，７１７
（１００．０）

２２，２６１
（１００．０）

１９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年

類型別

単身 １，０１２
（９．０）

１，６５０
（１２．７）

２，２６２
（１５．６）

３，１８７
（２０．０）

夫婦のみ ９３２
（８．３）

１，４０５
（１０．８）

１，７８６
（１２．３）

２，２６８
（１４．２）

夫婦＋子供 ５，８４０
（５１．９）

６，５５９
（５０．４）

６，９８７
（４８．２）

６，７４４
（４２．２）

その他 ３，４６１
（３０．８）

３，４０４
（２６．１）

３，４７２
（２３．９）

３，７７２
（２３．６）

合計 １１，２４４
（１００．０）

１３，０１８
（１００．０）

１４，５０７
（１００．０）

１５，９７１
（１００．０）

表４―１ 類型別の世帯数・

（出所） 図４―１と同じ。

表４―２ 世帯主年齢別の世帯数・比率の推移

（千戸，（％））

（出所） 図４―１と同じ。
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促している。

以上のように，現在の韓国の人口構造は，生産年齢人口の規模や高齢化

率などの面において転換点に差し掛かっており，今後は圧縮された構造変

化を経験していくことが予想される。一方で，少子化の進行にはなかなか

好転の兆しがみられない。世帯構成は単身世帯の増加などにともなって世

帯規模の縮小が進んでいるものの，全体の世帯数は今後も増加が見込まれ

る。なかでも，高齢者世帯の増加とその単身化が今後顕著に進むことが大

きな特徴である。

第２節 少子高齢化と所得格差・貧困

前節でみたような少子高齢化にともなう人口構造や世帯構成の変化など

の人口学的な変動は，韓国社会の所得格差や貧困にどのような影響を及ぼ

すのであろうか。韓国における所得格差の研究では，世帯主の雇用・就業

の不安定化（臨時・日雇いなど非正規職や自営業の増加）といった労働市場に

おける要因がこれまで指摘されてきた。ただし，近年では高齢者世帯や母

子世帯，１世代世帯の増加といった世帯構成の多様化も所得不平等を拡大

させる要因として台頭している（パンジョンホ２０１１）。とりわけ，単身や夫

２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年
４，１５３
（２３．９）

５，０６１
（２７．１）

５，８７７
（２９．６）

６，５６１
（３１．３）

７，０９１
（３２．７）

７，６２８
（３４．３）

２，６６６
（１５．４）

３，１７９
（１７．０）

３，７０４
（１８．６）

４，２６４
（２０．４）

４，７５６
（２１．９）

５，０５３
（２２．７）

６，４２７
（３７．０）

６，０５９
（３２．４）

５，６５１
（２８．４）

５，２６４
（２５．１）

４，８９２
（２２．５）

４，５０９
（２０．３）

４，１１３
（２３．７）

４，４０６
（２３．６）

４，６４７
（２３．４）

４，８４８
（２３．２）

４，９７７
（２２．９）

５，０７１
（２２．８）

１７，３５９
（１００．０）

１８，７０５
（１００．０）

１９，８７８
（１００．０）

２０，９３７
（１００．０）

２１，７１７
（１００．０）

２２，２６１
（１００．０）

比率の推移
（千戸，（％））
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婦のみからなる高齢者世帯の増加，子どもと同居する高齢者世帯の減少は，

子どもからの所得移転効果の弱化をともなって，高齢者の貧困率を高める

要因として作用している（パクギョンスク・キムミソン２０１６）。

本節では，少子高齢化との関係性が指摘される所得格差や貧困の状況に

ついて，関連する統計データを参照しながらそれらの動向を把握する。ま

た，とくに高齢化による人口構造の変化が所得格差の拡大や貧困化にどの

程度の影響を及ぼしているのかについて，先行研究での議論などを整理し

てみたい。

１．所得格差の動向と高齢化との関連

所得格差の程度を測る指標として代表的なものには，ジニ係数がある。

ジニ係数はすべての個人や世帯が同じ所得を得ている場合には０（完全平等），

ある一個人や一世帯のみが全所得を独占している場合には１（完全不平等）

をとるため，１に近づくほど不平等度が増大していく。韓国のジニ係数は

１９９０～２０００年代にかけて，とくに通貨危機後に上昇の一途をたどり，リーマ

ン・ショックの起こった２００８～２００９年をピークに近年は所得格差が全体的に

は改善する傾向がみられる。それでも，近年のジニ係数は通貨危機以前の

水準までには回復していないのが現状である。

その様子を示したものが図４―３であり，ここでは所得要素別に可処分所得

ベース（２）と勤労所得ベースでのジニ係数の推移を示している。２人以上世帯

の指標に単身世帯を含めると不平等度が増大することが確認されるが，こ

れは引退した高齢者など非勤労者の単身世帯によるインパクトが大きいた

めと考えられる。注目すべきは，都市部と全国レベルでともに勤労所得と

可処分所得のジニ係数は類似したパターンで推移していることである。勤

労所得と可処分所得のジニ係数の推移が類似している背景には，勤労所得

のなかでも賃金所得の変化と高い連関性があることが影響している（チョン

ビョンユ２０１６）。つまり，可処分所得でみた所得不平等は，労働市場におけ

る賃金格差の変動に大きく影響されてきたと考えられる（３）。通貨危機後の韓

国では，政府主導で構造改革が実施されたことで労働市場の流動化や雇用
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構造・環境の不安定化がもたらされた。そうした急激な労働市場の変化に

よって中間層や低所得者層の勤労所得減，全体の賃金格差の増大が広がっ

たことで，所得格差の拡大に直結していった（チャンジヨン・イビョンヒ

２０１３）。

また，図４―３に示される勤労所得と可処分所得のジニ係数の差は，再分配

効果と考えることができる。通貨危機後の２０００年代以降には，１９９０年代より

も再分配効果が大きく改善された。ただし，２０００年代前半以降の可処分所

得の格差は，租税や社会保険負担の累進性の変化とは無関係に起きている

という指摘があり（チョンビョンユ２０１６），その時期の再分配効果の改善は

おもに（私的・公的）所得移転によってなされた可能性が示唆される。

では，年齢層別にはどのような差異や変化がみられるのであろうか。世

帯主の年齢集団別のジニ係数（可処分所得ベース）の推移を示した図４―４によ

れば，勤労年齢（１９～６４歳）や全体では所得格差は近年改善しており，図４―３

で示された傾向と整合的である。しかし，高齢者（６５歳以上）では所得格差

は拡大する傾向にある。高齢者世帯における単身化の動きが近年進行して

図４―３ 所得別ジニ係数の推移

（出所） チョンビョンユ（２０１６）。
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いるのに合わせて，とりわけ高齢単身世帯内における所得不平等の悪化が

顕著に進んでいる。人口高齢化の展開で韓国より先を進む日本では，２０００

年代以降に所得格差の拡大が進行した。その背景には雇用の非正規職化と

いった労働市場の変化に加えて，人口の年齢構造の変化（高齢化）や世帯の

構成変化・規模縮小（単身や夫婦のみの高齢者世帯の増加，単身世帯や無業・無

職世帯の増加・貧困化）の影響が大きいとされてきた（大竹２００５；橘木・浦川

２００６）。

先述のように，韓国の所得不平等の悪化はおもに労働市場における賃金

格差によってもたらされたものの，高齢化との関連でも１９９０年代後半以降，

人口構造の変動による所得格差への影響が増大している（ソンミョンジェ・

パクギベク２００９）。たとえば，１９９０～２０１０年のあいだに拡大した所得格差の

うち，２５％程度は高齢化による人口構造の変化によって説明される（ホンソ

クチョル・チョンハンギョン２０１３）。ホンソクチョル・チョンハンギョン（２０１３）

は，年齢の上昇とともに所得不平等度が上がっていく度合いが経年的に増

加しているという分析結果も示している。これは，高齢世帯になるほど就

図４―４ 年齢集団別ジニ係数の推移（可処分所得ベース）

（出所） キムボクスン（２０１４），キムユビン（２０１６）。
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業率が低くなるので，同世帯内における勤労所得の格差が増大し，日本の

ように高齢者世帯の増加とともに所得格差の拡大が進むことを示唆してい

る。

２．貧困率の動向と高齢者貧困問題の背景

つぎに，所得格差と関連する貧困の動向についてみてみる。貧困状況を

把握する代表的な指標には，国際比較などでよく用いられる相対的貧困率

がある。相対的貧困率は，対象とする集団の等価可処分所得（世帯の可処分

所得を世帯人員の平方根で除して調整した所得）の分布から，その中央値の５０％

を貧困線として定義し，それを下回る場合を貧困状態として算出される（４）。

韓国の相対的貧困率は２０００年代以降，全体でみれば日本よりもやや低めに

推移してきた。しかし，高齢者世帯に限ってみれば，OECD諸国のなかで

も最も高い水準にある。

図４―５ 全国（非農家）の相対的貧困率の推移

（出所） チョンウニ・イジュミ（２０１５）。
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韓国の相対的貧困率の推移は図４―５に示されるが，全体の貧困率は２０００年

代以降横ばいか若干減少する様相を示していることがわかる。しかし，高

齢者世帯や単身世帯では貧困率は上昇傾向にあり，その数値は４０％台と圧

倒的に高い（５）。図４―５には示されていないが，単身高齢者の相対的貧困率は

７０％を超えるとされ，高齢者の貧困化は単身世帯に集中している（キムボク

スン２０１４）。韓国の高齢者貧困率が国際的にも高いのには，６５歳以上の退職

世代の相対所得（等価可処分所得基準）が，ほかの年齢階級およびほかの先

進諸国に比べて激しく落ち込むことに起因すると考えられる（OECD２００８）。

渡邉・�（２０１６）によれば，現役世帯に比べて高齢者世帯で貧困率が高ま
る背景には，定年退職や引退，身体的な衰えや健康状態の悪化などによっ

て労働市場における稼得能力が減少するとともに，配偶者との死別や離別

によって所得水準が低下することなどが関連している。韓国では，伝統的

に強固であった高齢者に対する家族の扶養・介護意識が通貨危機以降に急

激に弱化している。そうしたなかで，高齢者の労働力率は他国に比べて高

い水準にあるものの，その多くが不安定な自営業や低賃金な単純労務職で

ある。子どもや家族への援助依存度は高いとされるが，公的年金制度が給

付面で成熟段階に至っていないことや，公的年金の恩恵を享受できない低

所得者層向けの老後の所得保障も十分でないといった問題を抱えている。

こうした現状に改善がみられなければ，今後の高齢化の進展は高齢者貧困

率のさらなる上昇や高止まりをもたらすことになろう。

第３節 家計の経済行動――所得構成・消費支出――

前節でみたように，世帯の所得格差や貧困率の動向は高齢化そのものよ

りも，労働市場における賃金格差の変動に大きく影響されてきた。高齢化

はむしろ，そうした勤労所得の格差拡大を助長するような構造変化と考え

ることもできる。一方で，労働市場における稼得能力が減退する高齢者世

帯にとっては，公的年金や家族内での経済支援といった公的・私的移転所

得の変化も，格差や貧困の問題を考える上で重要な要素となる。
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本節では，所得や消費といった家計の経済活動にみられる年齢別の特徴

やその違いについて，統計庁が実施する「家計動向調査」の統計を利用し

て考察する。具体的には，家計の所得構成や消費支出の特徴を年齢階級別

に考察することで，主として高齢層の経済活動の特性について注目してみ

たい。

１．家計の所得構成

韓国における家計の所得構成は，２０００年代以降には全体的に勤労所得や

移転所得の比重が高まってきたのに対して，事業所得の割合は低下する推

移を示している。ここでは表４―３に示されるように，２０１５年の月平均所得額

および所得構成の割合について，世帯主の年齢階級別にみてみる。表４―３は

全国の２人以上世帯を対象としているが（６），世帯主の年齢階級を問わず勤労

者世帯の所得源は勤労所得に大きく依存する一方で，非勤労者世帯では事

業所得がおもな所得源となっており，次いで勤労所得や移転所得から構成

される傾向がみられる。全世帯平均の特徴は，３９歳以下世帯から５０歳代世

帯でも同様にみられるが，全体でみると勤労所得の比重は世帯主年齢が高

くなるにつれて低減する。

他方，６０歳以上世帯の所得構成の特徴は，ほかの年齢階級とは大きく異

なる。所得額は稼得能力の減退によって著しく減少するが，これは勤労所

得の割合の減少が大きく作用しているとみられる。その一方で，移転所得

３９歳以下 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０歳以上 全世帯平均

所得額 ４，３１６ ４，９５９ ５，０５５ ３，００４ ４，３７３

勤労所得 （７５．９） （７０．４） （６８．８） （４４．０） （６６．７）

事業所得 （１２．９） （２０．０） （２２．０） （２１．７） （１９．３）

財産所得 （０．１） （０．２） （０．３） （１．５） （０．５）

移転所得 （７．７） （７．１） （５．３） （２６．９） （１０．０）

非経常所得 （３．４） （２．３） （３．６） （５．９） （３．５）

表４―３ 世帯主年齢階級別の月平均所得額・構成割合（２０１５年）
（千ウォン，（％））

（出所） 図４―１と同じ。
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の比重増大が注目され，とりわけ非勤労者世帯では事業所得とともに移転

所得が３分の１以上を占める。ただし，６０歳以上世帯でも勤労所得を主た

る所得源としている状況に変わりはなく，現状の限定的な老後の所得保障

体系で高齢層の世帯が所得増加を図るには，勤労所得や事業所得を高める

ことが重要であることを示唆している。

それでは，ほかの年齢階級とは異なる所得構成の特徴を有する高齢層の

世帯において，貧困状態であるか否かによって所得構成にも何らかの違い

がみられるのであろうか。表４―４は高齢者世帯を非貧困家計と貧困家計に区

分して，それぞれの所得構成割合の推移を示している（貧困線は最低生計費

基準）。これによれば，高齢非貧困世帯では勤労所得と事業所得に大きく依

存しつつも，移転所得の構成比が近年わずかに増加する傾向にある。移転

所得は私的・公的移転に分けられるが，私的移転の比重は減少してきたの

に対して，公的移転は増加傾向にある。

一方，高齢貧困世帯では移転所得に大きく依存し，なかでも公的移転の

比重が高い。１０年ほど前までは私的移転が公的移転を上回っていたが，近

年は私的移転の減少と公的移転の増大によって両者は逆転している。この

所得構成 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年

非貧困
高齢者
世帯

勤労所得 ５１．１ ４９．８ ４９．１ ５１．０ ５２．２ ５１．９ ５３．１ ５１．１

事業所得 ２４．１ ２３．２ ２３．９ ２３．８ ２２．９ ２２．５ ２１．４ ２０．６

財産所得 １．２ １．７ １．５ １．１ １．１ １．１ １．８ ２．０

私的移転 １２．９ １３．０ １２．９ ９．７ ８．７ ８．９ ８．７ ９．１

公的移転 １０．７ １２．３ １２．６ １４．４ １５．１ １５．５ １５．０ １７．３

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

貧困
高齢者
世帯

勤労所得 ２１．４ ２１．２ ２１．４ ２１．８ １９．７ １７．５ １７．２ １５．３

事業所得 １５．６ １５．３ １２．０ １１．２ １１．４ １０．３ １１．５ １３．５

財産所得 １．０ １．２ １．３ １．０ １．４ １．０ １．４ ２．０

私的移転 ３８．１ ３７．５ ３４．０ ２８．１ ２９．５ ３０．２ ２６．１ ２３．４

公的移転 ２３．９ ２４．８ ３１．３ ３７．９ ３８．０ ４１．０ ４３．９ ４５．８

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

表４―４ 非貧困・貧困高齢者世帯の所得構成の推移
（％）

（出所） イムワンソプ（２０１５）。
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ことは，子どもなど家族からの経済的援助が減少していくなかで，基礎（老

齢）年金や公的扶助といった高齢貧困世帯向けの福祉政策は拡充してきたこ

とを物語っている。ただし，現状の高い高齢者貧困率にかんがみれば，そ

れら施策は高齢者の貧困脱却を促すほどの効力をもっているわけではない

ことが推察される。高齢貧困世帯では勤労所得や事業所得の構成比は相対

的に低く，かつ減少傾向にあるため，労働市場における稼得能力の有無が

貧困に陥るかどうかの分水嶺になっていると考えられよう。

２．家計の消費支出

つぎに，家計は世帯員が獲得した所得をどのような支出項目に振り分け

て，消費を行っているのであろうか。「家計動向調査」によれば，可処分所

得のうちで消費支出の割合を表す平均消費性向は，全体的に近年大きく低

下してきている。これは，租税や社会保障負担，借入金の利払いといった

消費を目的としない非消費支出の増加や貯蓄増などが理由として考えられ

る。また，年齢階級別にみると，若い世代に比べて中高年層の平均消費性

向は低く，それだけ非消費支出の負担が中高年齢の世帯にとって重くなっ

ていることが推察される。

ここでは２０１５年の月平均消費・非消費支出額および主要な支出項目の構

成割合について，世帯主の年齢階級別にみてみる。それを示した表４―５（全

国の２人以上世帯を対象）によれば（７），全世帯平均でみた支出項目で相対的

に比重が大きいのは食料品・（非酒類）飲料や飲食・宿泊である。ただし，

年齢階級別には消費行動の特徴に違いがみられる。３９歳以下世帯では飲食・

宿泊を超えて交通費の割合が最も大きいのに対して，４０歳代世帯になると

子女の教育費に最も多くが投じられている。５０歳代世帯は全世帯平均の姿

と近いものがあるが，６０歳以上世帯になると食料品・（非酒類）飲料や住居・

水道・光熱費といった生活にとって基礎的な支出項目が最も多くを占める

ようになる。また，６０歳以上の高齢世帯では教育支出がほとんど行われな

い一方で，保健（医療）費の割合がほかの年齢階級よりも大きいことが特徴

的である。

第４章 高齢化と所得格差・貧困・再分配
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貧困確率の高まる高齢層の非勤労者世帯ではとくに所得が大きく落ち込

むことが明らかにされており，非消費支出や基礎的支出の負担も大きくな

るため，今後の高齢化の進展による保健（医療）費の増大は，低所得の高齢

家計をより圧迫していくかもしれない。健康状態の悪化は保健・医療費の

支出を押し上げるばかりか，労働市場への参加をより困難なものにし，結

果として高齢者が貧困状態に陥りやすいという研究結果もある（渡邉・�

２０１６）。高齢期においても労働市場への参加を通じて稼得能力を維持するこ

との重要性は，消費の側面からも示唆されよう。

第４節 世代間移転と所得再分配政策の効果

前節まででみてきた勤労者世帯や高齢者世帯などにおける所得格差や貧

困率の動向，年齢階級別での家計の所得構成や消費支出の特徴は，同世代

内および同世代の世帯内における議論の域を出ない。もうひとつの見方と

して，ある世代が稼得した所得を消費支出に回したり，租税や社会保障負

担として分配することで，ほかの世代や当該世代はどのような影響や恩恵

を受けるのであろうか。そうした世代間における所得の移転や分配を考慮

３９歳以下 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０歳以上 全世帯平均

消費支出額 ２，６０５ ３，０４４ ２，７４７ １，７２９ ２，５６３

食料品・飲料 （１２．４） （１２．８） （１３．２） （１８．９） （１３．８）

住居・水道・光熱 （１１．３） （９．２） （１０．７） （１４．１） （１０．８）

保健 （６．０） （５．７） （６．４） （１０．９） （６．８）

交通 （１５．０） （１０．９） （１２．５） （１３．２） （１２．５）

教育 （７．７） （１７．９） （１０．０） （１．６） （１１．１）

飲食・宿泊 （１３．６） （１３．２） （１４．４） （１１．１） （１３．２）

非消費支出額 ７５３ ９２５ １，００３ ５２３ ８１０

平均消費性向 （７３．１） （７５．５） （６７．８） （６９．７） （７１．９）

表４―５ 世帯主年齢階級別の月平均（非）消費支出額・主要項目構成割合（２０１５年）
（千ウォン，（％））

（出所） 図４―１と同じ。
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することで，国民経済全体ではどのような世代間の資金循環がなされてい

るのであろうか。

本節では，国民移転勘定（NTA：National Transfer Accounts）を通じてみえ

てくる世代間移転の状況について，おもに既存研究における分析や議論を

整理して，その特徴を把握する。そして，世代間における所得移転や分配

を租税や社会保障という枠組みを通して政府が行う，所得再分配政策の効

果について考察する。

１．世代間移転の状況

国民移転勘定（NTA）とは，国民所得勘定のなかに年齢の概念を加えるこ

とによって，年齢別に所得や消費，資産や公的・私的移転などを把握する

ためのシステムである。人口の年齢構造変化が与える経済的インパクトを

世代間という視点でとらえることを目的としており，近年国際的にも研究

が盛んに行われている。NTA の算出に用いられるデータソースは，家計動

向調査や労働パネル調査などのミクロデータだけでなく，国民経済計算に

おける国民所得勘定や年金・医療保険統計といったマクロデータなど多岐

にわたる。

NTA では，年齢別の消費規模および労働所得プロファイルに基づいて，

生涯経費（lifecycle deficit）が算出される。それらの概念図を示したものが図

４―６である。生涯経費は消費から労働所得を差し引くことで算出されるが，

生涯経費がプラスであることは，労働所得（生産）より多くの消費を行うこ

とを表しており，おもに若年層や高齢層の経済行動に当てはまる。逆に生

涯経費がマイナスであることは，消費よりも多くの労働所得を得ているこ

とを意味しており，おもに青年・壮年層の経済行動に当てはまる。そして

後述するように，おもに青年・壮年期に労働所得が消費規模を上回る余剰

分は公的・私的移転や資産再配分として若年層や高齢層に再分配される。

韓国におけるひとり当たり生涯経費および消費と労働所得の規模を，年

齢集団別に示したものが表４―６である。これによれば，消費規模はどの年齢

集団でも経年的に増加する傾向にあり，とりわけ若年層は３つの年齢集団
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図４―６ 国民移転勘定（NTA）の概念図

（出所） 筆者作成。
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のなかで最も消費規模が高く，その増加も著しい。ファンナミ・イサンヒョ

プ・ヤンチャンミ（２０１４）によれば，若年層の消費規模が大きい要因には，

大学進学などにかかる教育消費が大きな比重を占めていることがある。ま

た，高齢層の消費規模も近年伸びている背景には，とくに７５歳以上の後期

高齢者の保健医療消費が増えていることがある。公私別には，公的消費で

は若年層と高齢層が高いのに対して，私的消費では青年・壮年層が最も高

くなっている。

労働所得は青年・壮年層で最も高い規模を示しているとともに，リーマ

ン・ショックの時期を挟んでいるにもかかわらず，その増加幅もほかの年

齢集団と比べて堅調である。青年・壮年層の労働所得が伸びている背景に

は，おもに３０～４０代の労働力人口の増加や賃金の改善のほか，５０～６０代での

若年層
（０～１９歳）

青年・壮年層
（２０～６４歳）

高齢層
（６５歳～）

２００６年

生涯経費 １０，９５２．３ －３，６６６．４ ８，２３９．２

消費 １１，１２４．４ １０，７０６．７ ９，８４６．０

（公的） ３，７５９．１ ２，２７９．３ ３，０７８．９

（私的） ７，３６５．３ ８，４２７．４ ６，７６７．１

労働所得 １７２．１ １４，３７３．１ １，６０６．８

２００９年

生涯経費 １３，４５２．９ －３，７９３．７ １０，６３８．７

消費 １３，６００．６ １２，４３１．６ １２，１１９．９

（公的） ４，８１２．３ ２，８２９．３ ４，３６６．５

（私的） ８，７８８．３ ９，６０２．３ ７，７５３．４

労働所得 １４７．７ １６，２２５．４ １，４８１．２

２０１１年

生涯経費 １４，７７０．４ －３，９６４．６ １１，７２３．０

消費 １５，０００．４ １３，９５３．２ １３，６０９．０

（公的） ５，２６８．５ ３，１１３．３ ４，９４３．１

（私的） ９，７３１．９ １０，８３９．９ ８，６６５．９

労働所得 ２２９．９ １７，９１７．８ １，８８６．０

表４―６ 年齢集団別ひとり当たり生涯経費と消費・労働所得
（千ウォン）

（出所） ファンナミ・イサンヒョプ・ヤンチャンミ（２０１４）。
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労働所得の増大がある（ファンナミ・イサンヒョプ・ヤンチャンミ２０１４）（８）。

若年層での旺盛な教育支出と高齢層における労働所得の高まりを反映して，

生涯経費は若年層の方が高齢層よりも規模が大きいが，これは日本などと

は異なる現象である（Ogawa, Matsukura and Chawla２０１１）。また，ファンナ

ミ・イサンヒョプ・ヤンチャンミ（２０１４）で指摘されるように，生涯経費が

マイナス（余剰）に振れる期間は２５～５６歳の３２年間と相対的に短いが（９），こ

れは韓国では定年退職年齢が平均的に早いことが明らかに関係している。

世代間移転の状況を明示的にするため，表４―６で示された年齢集団別のひ

とり当たり生涯経費を資産再配分（１０），公的移転，私的移転に分解したもの

が表４―７である。これによれば，若年層は私的移転と公的移転に大きく依存

しており，とくに私的移転については教育消費などの増大によって近年の

増加が著しい。高齢層は公的移転と資産再配分に依存する傾向が強く，と

りわけ近年の高齢者福祉政策の拡充によって後期高齢者への公的移転が急

若年層
（０～１９歳）

青年・壮年層
（２０～６４歳）

高齢層
（６５歳～）

２００６年

生涯経費 １０，９５２．３ －３，６６６．４ ８，２３９．２

資産再配分 －３３９．４ １，４７４．８ ３，５２９．１

公的移転 ３，４６４．５ －１，７１８．８ ３，１３１．６

私的移転 ７，８２７．３ －３，３５６．４ １，５７８．５

２００９年

生涯経費 １３，４５２．９ －３，７９３．７ １０，６３８．７

資産再配分 －３８．４ ２，１２５．２ ４，２９８．４

公的移転 ４，４２４．０ －２，４１７．３ ５，７２２．３

私的移転 ９，０６７．３ －３，３９１．２ ６１８．０

２０１１年

生涯経費 １４，７７０．４ －３，９６４．６ １１，７２３．０

資産再配分 －２４９．０ ２，７５２．６ ３，０２３．１

公的移転 ４，８９３．８ －２，７４０．１ ６，４６３．０

私的移転 １０，１２５．７ －３，９３２．９ ２，２３６．９

表４―７ 年齢集団別ひとり当たり生涯経費と世代間移転
（千ウォン）

（出所） ファンナミ・イサンヒョプ・ヤンチャンミ（２０１４）。

128



速に伸びている（ファンナミ・イサンヒョプ・ヤンチャンミ２０１４）。高齢層へ

の公的移転の流入規模は，２００９年から若年層へのそれよりも大きくなって

いる。一方で，高齢者への私的移転や資産再配分の伸びは緩慢であるが，

これには高齢層への公的移転の増大が私的移転をクラウディング・アウト

している可能性が示唆される。他方，青年・壮年層は若年層や高齢層への

私的移転および公的移転に寄与する役割を果たしている（１１）。また，資産再

配分では近年３０～４０代以降での流入が増えていることもあり（ファンナミ・

イサンヒョプ・ヤンチャンミ２０１４），青年・壮年層の資産蓄積規模は高齢層の

それに迫る勢いを示している。

このように NTAでみる世代間移転の状況は，青年・壮年層から高齢層へ

の私的移転や高齢層の資産再配分が伸び悩む一方で，高齢層は労働所得を

高めてはいるものの，公的移転の流入が着実に増大している。つまり，高

齢者家計にとって公的移転が占める重要性は確実に高まってきている。

２．所得再分配政策の効果

公的年金や公的扶助の給付といった高齢層への公的移転の増加は，社会

保障制度の拡充であると同時に所得再分配を強化する役割も担っている。

それでは，そのような公的移転や租税といった所得再分配政策は，これま

で十分に機能してきたのであろうか。所得再分配政策による改善度や効率

度の推移を示した表４―８を用いて，所得再分配政策の効果について検討して

みる。

所得再分配前後のジニ係数の変化分として表される改善度は，全体的に

は公的移転で上昇する一方，租税等では若干ではあるが悪化する傾向にあ

る（表４―８）。また，公的移転は現役世帯よりも高齢者世帯で高い効果を発揮

している。しかし，改善度を可処分所得に占める比重で除した効率度をみ

ると，現役世帯での公的移転の効率性は上昇してきた一方で，高齢者世帯

への公的移転の効率性は低下してきている。これは期間内に公的移転所得

の比重が増大したにもかかわらず，それに見合うほど改善度は高まってい

ないことを示唆している。
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租税等に至っては，全体的に公的移転よりも改善度が低いばかりか，高

齢者世帯では租税政策を通じてむしろ所得不平等が悪化し続けてきた。租

税等による所得再分配の効率度も公的移転より大幅に低く，近年では大き

く低下もしくは悪化する様相を示している。これらは，租税や社会保障負

担などが所得再分配機能に占める割合が低いことや，課税や社会保険料負

担の累進性が弱い（逆進性が強い）構造的な問題によるものと考えられる。

このように社会保障や租税などの所得再分配政策は，とくに高齢者世帯

に対しては一定程度機能しているものの，近年の公的移転の増大に見合う

ほどの効力はいまだ発揮できておらず，公的年金などの福祉制度が未成熟

であることのひとつの証左になっている。そして，そのことは高齢者世帯

における所得格差の拡大や高い貧困率となって表れていると同時に，公的

な老後所得保障の脆弱性を露呈している。

おわりに

韓国では今後の急速な少子高齢化の進展や高齢者世帯における単身化の

改善度 効率度

現役世帯 高齢者世帯 現役世帯 高齢者世帯

公的移転 租税等 公的移転 租税等 公的移転 租税等 公的移転 租税等

２００３ ０．００６ ０．００５ ０．０７８ －０．００６ ０．２７３ ０．０６７ ０．３８８ －０．１５０

２００４ ０．００７ ０．００６ ０．０７８ －０．００３ ０．３１８ ０．０７７ ０．４３３ －０．０６８

２００５ ０．００９ ０．００５ ０．０７５ －０．００７ ０．３１０ ０．０６４ ０．３８３ －０．１５６

２００６ ０．０１０ ０．００６ ０．０７８ －０．００５ ０．３３３ ０．０７５ ０．３７３ －０．０８９

２００７ ０．０１２ ０．００７ ０．０７２ －０．００１ ０．３４３ ０．０７９ ０．３２１ －０．０１５

２００８ ０．０１３ ０．００７ ０．０７２ －０．００４ ０．３４２ ０．０８０ ０．３０３ －０．０４９

２００９ ０．０１５ ０．００３ ０．０８２ －０．００５ ０．３６６ ０．０３３ ０．３００ －０．０７５

２０１０ ０．０１６ ０．００２ ０．０８８ －０．００２ ０．４００ ０．０２２ ０．２８９ －０．０２２

２０１１ ０．０１６ ０．００１ ０．０８７ ０．００１ ０．３８１ ０．０１０ ０．２９８ ０．０１３

表４―８ 所得再分配政策による改善度・効率度の推移

（出所） パンジョンホ（２０１３）。
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動きとともに，政府による公的移転や家族内での私的移転へのアクセスが

不十分な高齢者が増大することで，高齢層の所得格差や貧困問題は構造化

していく可能性が大きい。現状においてもみられる，高齢者世帯での所得

不平等の悪化や貧困率の上昇は，政府の社会保障や再分配政策および家族

福祉・保障の機能不全とみるべきであろうか。

先述のように，韓国では公的年金など社会保障体系の歴史が浅く，浸透

してまもない。また，財政の規律や持続可能性を重視した福祉戦略によっ

て，老後の所得保障体系は限定的かつ脆弱な側面をもっていることは否め

ない。こうした現状を改善するべく，高齢層への移転所得を増大させるよ

うな社会保障や再分配政策の機能強化を図ることはひとつの選択肢かもし

れない。一方で，高齢者世帯が所得増加を図るには勤労所得や事業所得を

高めることがより重要であることや，労働市場における稼得能力の有無が

貧困に陥るかどうかの分水嶺になっていることが示唆される。こうした点

にもかんがみれば，中高齢層の参入や継続を阻むような労働市場や雇用制

度の改善を図るのに注力することはより重要であろう。高齢者の雇用や就

労を拡大・促進させて，勤労所得の増大を図ることが格差是正と貧困解消

により近づくのかもしれない。

高齢社会を迎える韓国では，財源とのバランスのなかで高齢者の所得保

障制度をいかに充実させていくかという長期的な問題とともに，成長戦略

の観点からも高齢者人材を労働力としていかに活用していくかが重要な課

題になりつつある。

〔注〕
�１ 年少人口と老年人口の比率が逆転する時期についても２０１６～２０１７年とされ，日本
ではすでに１９９６～１９９７年にかけて起こっているため，ここでも日韓で２０年の差がみ
られる。

�２ 可処分所得は以下のように計算される。可処分所得＝勤労所得＋事業所得＋財産
所得＋私的移転所得＋公的移転所得－非消費支出。ここで，勤労所得とは個人の勤
労に基づいて得られる所得であり，給与・賃金・報酬などを指す。事業所得とは，
農・漁業，製造業，卸売・小売業，サービス業やその他事業を営む個人のその事業
から生じる所得を指す。財産所得とは，財産や資産の所有・運用によって発生する
所得であり，地代・利子・配当などが含まれる。私的移転所得とは，家族や親族・
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親戚などからの仕送りや援助金のことを指す。公的移転所得とは，公的年金や公的
扶助などの受給を意味する。非消費支出とは，租税負担や社会保険料などの社会保
障負担を指す。

�３ ２０００年代末以降，可処分所得および勤労所得ベースでみたジニ係数が減少してい
る動きも，労働市場における賃金格差が緩和されてきていることがおもな理由であ
る（チョンビョンユ２０１６）。また，労働力人口の増加によって家計の勤労所得の増
大がもたらされたことで中間層が増えたことや，公的扶助や基礎（老齢）年金など
の社会保障政策が拡充されたことも所得不平等の改善に寄与していると考えられる。
�４ 各国の公的扶助制度などに基づいて決められる生活保護基準や最低生計費（最低
生活費）を貧困線として算出される，絶対的貧困率という指標もある。絶対的貧困
率は相対的貧困率の算出の根拠となる中位所得の３～４割とされるため，相対的貧
困率は貧困世帯をより多く捕捉するやや厳しめの指標であるといえる。

�５ 絶対的貧困線でみた高齢者世帯や単身世帯の貧困率は，２０～３０％台前半と数値こ
そ下がるものの，同様のトレンドを示している。

�６ ここでは単身世帯が除外されているが，単身世帯の所得構成の割合はここでの６０
歳以上世帯の場合と類似している。ただし，主要な所得源の割合は６０歳以上世帯の
それよりも若干高まる特徴がみられる。

�７ ここでは単身世帯が除外されているが，単身世帯の消費支出構成の割合はここで
の６０歳以上世帯の場合と類似している。つまり，単身世帯では食料品・（非酒類）飲
料や住居・水道・光熱費といった基礎的支出の比重が高い。

�８ ただし，韓国の労働所得は２０代から上昇するも，ピークを４０代前半頃に迎え，４０
代後半からは減少に転じる。これはほかの先進諸国と比べて，かなり早いことが指
摘されている（An et al.２０１１）。

�９ 日本で生涯経費がマイナスに振れる期間は，２００４年には２６～５９歳である（Ogawa,
Matsukura and Chawla２０１１）。

�１０ ここでの資産再配分とは，資産所得と貯蓄の差を表しているが，そこには貯金の
取り崩しや退職金の引き出し，個人・企業年金の運用，借入金なども反映されてい
る。

�１１ 日本では１９９０年代以降の景気低迷や雇用情勢の悪化を反映して，青年・壮年層か
ら高齢層への私的移転が減少する一方で，逆に６０～７０代前半の高齢者層から若年・
青年層への私的移転は増大するという現象が起こった（Ogawa, Matsukura and Chawla
２０１１）。
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渡邉雄一・�成虎２０１６．「高齢者貧困リスクの日韓比較分析」『人口学研究』（５２）６月
７―２３．

＜韓国語文献＞

［キムボクスン］２０１４．「 」［６５歳以上老人

人口の雇用構造および所得］『 』［労働レビュー］（１１５）２１―３５．

［キムユビン］２０１６．「 」［我が国の老後所

得実態と政策示唆点］『 』［労働レビュー］（１３７）１１１―１１９．

［パクギョンスク・キムミソン］２０１６．「

」［老人家計形態の変化が老人貧困率変化に及ぼした影響］

『 』［韓国社会学］５０（１）２２１―２５３．

［パンジョンホ］２０１１．「

」［家計構成方式の多様化が所得不平等に及ぼした影響に関する研究］

『 』［社会福祉政策］３８（１）８５―１１１．

―――２０１３．「 」［我が国の所得不平等実

態と再分配政策の効果］『 』［労働レビュー］（９４）６２―７５．

［ソンミョンジェ・パクギベク］２００９．「

」［人口構造変化が所得分配に及ぼす影響］『 』［経済学研究］５７

（４）５―３７．

［イムワンソプ］２０１５．「 」

［貧困老人家計の類型別所得および支出特性と政策課題］『 』［保健

福祉フォーラム］（２２６）９０―１０３．

［チャンジヨン・イビョンヒ］２０１３．「

」［所得不平等深化のメカニズムと政策選択］『 』［民主

社会と政策研究］（通巻２３）７１―１０９．

［チョンビョンユ］２０１６．『 』［韓国の不平等２０１６］

［ペイパーロード］．

［チョンウニ・イジュミ］２０１５．『２０１５年 貧困統計年報』韓国保健社会

研究院．

［ファンナミ・イサンヒョプ・ヤンチャンミ］２０１４．『

』［人口構造変化と公・私的移転分担実態研究］韓国

保健社会研究院．

［ホンソクチョル・チョンハンギョン］２０１３．「

」［人口高齢化と所得不平等の深化］『 』［韓国経済の分析］

１９（１）７１―１１３．
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